
（報 告）東京の第７回総会が行われました。 

 東京本部の第７回通常総会が、5 月 25 日

（火）、ホテルアルカディア市ヶ谷私学会館で

行われた。野澤会長が議長に選出され、先ず事

務局から平成 21 年度の事業報告として、①

ルート検討委員会でルート案３本を一本化す

るための検討を続け、対馬と韓国の間につい

て韓国側との意見交換を行ってきたこと、②

勉強会を開催し「ユーロトンネルの経営破た

ん原因」「日韓トンネルの経済効果」など特に

日韓トンネルの経済側面から検討したこと、

③日韓合同会議として、今年 3 月に釜山で

ルートに関する日韓合同会議を開いたことな

どについて報告があった。また、昨年 12 月に

韓国のテグ（大邱）で開かれた地域発展研究会

で、イ・ミョンバク（李明博）大統領が「韓国

政府は日本や中国との海底トンネルの建設を

長期的な検討課題として位置づけ、経済的、技

術的な側面から研究に着手することを決め

た」と発表したことも報告された。さらに、そ

れら内外の動きを受けて各社テレビ局が日韓

トンネルについて報道するにあたり、当会が

取材協力したことが報告された。 

 次に平成 21 年度の事業会計収支決算の報

告があり承認された。平成 22 年度事業計画で

は、①地方自治体など日本国内団体への日韓

トンネル計画のブリーフィングの実施、②日

韓トンネル計画資料の作成と新ルート案作

成、③韓国側団体との共同研究の準備、などを

審議し承認された。次に平成 22 年度の事業会

計収支予算案を審議し承認された。議事終了

後、野澤太三会長が「日韓トンネルのルート選

定について」と題し講演した。 

 

（報 告）2010 地域発展委員会の国際会議

で日韓トンネル計画について講演しました。 

 去る7月9日（金）、韓国のチェジュ（済

州）島で開かれた「2010地域発展委員会の国

際会議」のセッション5「韓日海峡圏におけ

る地方間の協力と実践の課題」で当会の役員

が「韓日海底トンネルの基本構想と推進方

案」と題し講演した。地域発展委員会は大統

領直属の諮問委員会で地域発展の主要な政策

について大統領の諮問に答えるため設置され

た。国際会議は7月6日から3日間行われ、6つ

のセッションで韓国、日本、中国、ロシアか

らの招請者24名が多彩な講演を行った。 

  

（お知らせ）東京事務所が移転しました。6月

１日より下記住所です（本部は従来通り）。 

 事務局：〒106-0041 東京都港区麻布台  

       1-1-20 麻布台ユニハウス506 

       株式会社国際経済総合研究所内 

特定非営利活動法人 日韓トンネル研究会 

TEL 03-3589-4188   FAX 03-5570-1634 

 ※部屋番号が503から506に変わりました。 

  電話やFAX番号は変わりません。 
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（記事紹介）日韓トンネル計画に関連する

新聞・雑誌記事を紹介します。今回は次の

１点です。 

・世界日報（韓国） 2009年4月15日 ※ 

寄稿 韓日の障壁を崩す海底トンネル事業 

キム・ギジュン（前法務大臣） 

 

5月で英仏海峡トンネルが開通して15

年になる。英仏海峡トンネルは、一

頃、建設そのものが不可能だとか財政

的に収支が合わないと揶揄されたこと

もあった。しかし現在、ヨーロッパの

交通体系の主要な資産になった英仏海

底トンネルは、地域の統合を促進させ

ている。（中略） 

 

今、また別の地域が海底トンネルの

受益国となることを望んでいる。日本

の九州と朝鮮半島の釜山を結ぶ海底ト

ンネルは、技術的問題と同時に数世紀

に渡る葛藤と反目の結果である両国の

不信感という困難に直面している。日

韓両国の非政府団体は、海底トンネル

の事業の基盤を築くため多額の資金と

時間を投資した。（中略） 

 

日本の超党派議員集団は、2008年2月

に合同記者会見を持ち、日韓海底トン

ネル計画を支持する立場を明らかにし

た。前国防長官はこの計画を平和構築

という次元から考えて推進しなければ

ならない「夢の計画」と表現した。 

韓国内でも関心が高まっている。釜

山市長は支持する意思を公に示した。

最近、両国間の旅行など交流規模が増

大していることも海底トンネル事業の

前途を明るくしている。（中略） 

 

日韓両国がトンネル事業を共同で進

めることこそが両国国民がひとつに結

ばれる最良の方法である。トンネル計

画を進展するためには民間部門での討

論の熱気が両国政府間の公式的な討論段

階にまで上がらねばならない。その結

果、日韓両国政府が1986年に英国とフラ

ンスが調印したカンタべリー条約のよう

な外交的な協定を引き出し、それを土台

にトンネル計画が推進されればよい。 

日韓海底トンネル計画の世界的な重要

性はいくら強調してもし過ぎることはな

い。このトンネルは日本から韓国、さら

には北朝鮮を経て中国の広大な運送網を

結びつける交通体系をつくるものであ

り、北東アジア主要三カ国である韓中日

を一つの経済共同体に結び付けるもので

ある。この地域の安定と安全は米国の利

害と直結する。多くの人が主張するとお

り、世界が「汎太平洋時代」に入ろうと

している視点ではさらにそうである。韓

中日三国の交易相手国である米国に日韓

海底トンネルがもつ経済的合意は少なく

ない。米国は世界最大の市場へ接近で

き、経済的に繁栄し緊密に連結された北

東アジア地域は米国の安全保障負担を

いっそう軽減させるだろう。 

 

※この文はキム・キチュン元法務長官

と日韓海底トンネル研究会の野澤太

三会長が13日付の米国日刊紙「ワシ

ントンタイムズ」に共同寄稿したも

のを韓国紙「世界日報」が転載した

ものである。  
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